




100％子会社（以下「本件旧子会社」という）を合併し，本件旧子会社の法人税法 57 条 2
項に規定する未処理欠損金額（繰越欠損金）を引き継いだ事案において，国税不服審判所
平成 28 年 7 月 7 日裁決（裁決事例集未登載：TAINS コード　F0－2－672。以下「本裁決」
という）は，法人税法 132 条の 2 を適用して上記繰越欠損金の引継ぎを否認する課税処分
の適法性を認めた。
　この事案のポイントは 2 つある。1 つは，請求人が繰越欠損金の引継ぎのための 2 枚の










　ヤフー事件の最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決（民集 70 巻 2 号 242 頁）は，
法人税法 132 条の 2 にいう「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるも
の」とは，「法人の行為又は計算で組織再編税制に係る各規定を租税回避の手段として濫
用することにより法人税の負担を減少させるものであること」をいい，この場合の濫用の







法人税法 57 条 3 項の適用はない。本件合併は 5 年要件を満たしており，また，引継ぎの対象となったのは
本件被合併法人の特定資本関係事業年度以後に発生した繰越欠損金であった。かように，請求人は，繰越欠
損金の引継ぎのための 2 枚の “フリーパス” を有していたのである。
―25―








































成に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）が適用された事例―国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁
決―」税務事例 50 巻 4 号 67 頁以下参照。
―26―



















2　最高裁昭和 44 年 2 月 27 日第一小法判決（民集 23 巻 2 号 511 頁）
　この法理の適用を最高裁として初めて認めたのは最高裁昭和 44 年 2 月 27 日第一小法判











（4） 江頭憲治郎『株式会社法〔第 7 版〕』41 頁以下（有斐閣 2017）参照。
















3　最高裁昭和 48 年 10 月 26 日第二小法廷判決（民集 27 巻 9 号 1240 頁）
　実質的同一性の議論との関係では，最高裁昭和 48 年 10 月 26 日第二小法廷判決（民集


















（6） 法人格の否認の法理の適用はこれら 2 つの場合に限定されるかという点に関する議論について，差し当たり，







































（8） 東条敬「判解」最高裁判例解説民事篇昭和 48 年度 50～51 頁参照。
（9） もちろん，このような場合でも，新旧両会社を全く同一の法人格であると解することは無理があろう。この





























（10）荒木尚志『労働法〔第 3 版〕』451 頁（有斐閣 2016）。
（11）菅野和夫『労働法〔第 11 版補正版〕』714～715 頁（弘文堂 2017）参照。なお，とりわけ整理解雇の場面に
おいて解雇の客観的合理性と社会的相当性という要件は，裁判所によって，①人員削減の必要性，②解雇回
避努力，③解雇対象者選定（人選）の合理性，④解雇手続の妥当性の 4 つの要件ないし要素として，具体化
されている。水町勇一郎『労働法〔第 6 版〕』179 頁以下（有斐閣 2016），荒木・前掲注（10），303 頁以下参照。
（12）荒木・前掲注（10），63～67 頁，菅野・前掲注（11），714～715，964，989～990 頁，後述する徳島船井電機事


















































（22）労働法分野において法人格否認の法理の適用の嚆矢となったものといわれているのは仙台地裁昭和 45 年 3
























































（2）札幌地裁昭和 50 年 10 月 11 日決定（判時 800 号 105 頁）〔宣広事件〕
〔事案の概要〕





たが，これを取り消すとした上で，債務者（新会社）は昭和 50 年 7 月 4 日に設立された
会社であり，申請外会社（旧会社）とは目的，資本金，株主，役員を異にする別会社であ
り，債務者と債権者との間には当初から何らの雇用関係もないなどと主張した。
　申請外会社は昭和 50 年 2 月 5 日に商号を株式会社北潮社から株式会社宣広に変更し，
同年 4 月 1 日から新たに広告，印刷等の営業を開始したが，同年 6 月 18 日に商号を元の
株式会社北潮社に戻すとともに同会社の名ではまもなく営業活動を休止した。他方で，同












































（24）米津・前掲注（19），193 頁。中村和雄「判批」民商 113 巻 4 ＝ 5 号 800 頁も参照
―34―



























































































































































































例を総括する―」労旬 1704 号 17 頁以下は，法人格否認・偽装解散論と実質的同一性論の合わせ技により，
新会社の雇用責任を導く大阪地裁堺支部判決について，いかにも大がかりで迂遠な議論を行っていることを















（5）大阪高裁平成 19 年 10 月 26 日判決（労判 975 号 50 頁）〔第一交通産業（佐野第一
交通）事件〕
〔裁判所の判断〕


















あると認められる場合に該当するので，1 審原告組合員である 1 審原告らは，親会社であ

































































（ただし，その抗告審である大阪高裁平成 17 年 3 月 30 日決定・労判 896 号 64 頁は，上
記大阪地裁堺支部判決と同様の立場に立っている）（29）。







































































（30）控訴審である東京高裁平成 23 年 10 月 26 日判決（労判 1049 号 71 頁）は次の事実に着目する。
 ・　旧会社は，従業員の給料の支払の遅滞や不払を累積させ，未払賃金請求訴訟が全国各地で多数係属したが，
これを平成 18 年 9 月以降全く支払うことなく，倒産直前の累積未払賃金合計額は 1 億円近くとなっている
一方で，原審被告の新会社 1 に対する多額の業務委託費や原審被告の新会社 2 に対する多額の日本語教育新
聞代及び業務委託費等は優先して支払っていること
 ・　新会社 2 は，平成 18 年 4 月ころから新会社 1 と競合する日本語教師養成講座を開講して受講生を新会社 2
に移管しており，旧会社は，倒産直前に多額の滞納家賃及び更新料を支払うことによって，本店所在地であ
る第 2 ビル 2 階及び 3 階の賃借権及び保証金返還請求権を新会社 2 に承継させていること
 ・　旧会社の倒産直後には，受講生及び顧客データを新会社 2 及び新会社 1 に無償で譲渡するなど，その営業を
新会社 2 及び新会社 1 に譲渡し，その結果，旧会社は多額の累積未払賃金債務を残したまま倒産し，新会社
2 及び新会社 1 は，従前，旧会社が行っていたものと実質的に同一の事業を継続したこと
 　　　そして，高裁判決は，これらの事実を総合すれば，旧会社は，特段の事情が認められない限り，控訴人そ
の他の債権者に対して負担する多額の未払賃金等の債務を免れる目的で，営業等を新会社 2 及び新会社 1 に
承継させ，自らを倒産させたものと推認することが相当であり，旧会社は，上記のような手段を弄して，自
己の営業を新会社 2 及び新会社 1 に承継させた上，自己の債務を免れる目的で自らを倒産させたと認められ
るのであり，このことは，法形式を整えてはいるものの，全体としてみれば違法というほかなく，これに関
与した者には一定の要件を充足すれば民事責任が生じうるものというべきである，としている。
（31）この点は，京都地裁平成 28 年 4 月 15 日判決（労判 1143 号 52 頁）〔メルファイ事件〕も参考となる。
（32）奥山恒朗「いわゆる法人格否認の法理と実際」鈴木忠一＝三ヶ月章監修『実務民事訴訟 5　会社訴訟・特許
訴訟』172 頁（日本評論社 1969）。なお，小俣勝治「使用者概念の変化と法」日本労働法学会編『講座 21世





































ることを説く見解もある。中内哲「企業結合と労働契約関係」日本労働学会編『講座 21 世紀の労働法　第 4
巻　労働契約』287 頁（有斐閣 2000）参照。
―45―
泉　絢也：組織再編成に係る租税回避否認規定と実質的同一性（1）
